
ゼロカーボンに向けた動き
〜県に関する動き〜

⻑野県建設部
建築住宅課建築企画係



ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）

• 令和元年１２月 気候非常事態を宣言

• 令和２年 ４月 気候危機突破方針を公表

• 令和２年１０月 ⻑野県脱炭素社会づくり条例を制定
（菅首相（当時）が2050カーボンニュートラルを宣言）

• 令和３年 ６月 ⻑野県ゼロカーボン戦略を策定
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◆環境分野全体の動き



ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆住宅分野の動き（検討専門委員会）

• 令和３年 ３月２５日 第１回 指針検討専門委員会
指針策定に向けた目指す住宅像の共有・課題と
その解決策の論点整理

• 令和３年 ５月１２日 第２回 指針検討専門委員会
指針骨子案の検討、各種エビデンス項目の検討

• 令和３年 ７月２８日 第３回 指針検討専門委員会
各種基準等の設定

• 令和３年１０月２２日 第４回 指針検討専門委員会
指針案の提示、今後の進め方の共有
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ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆住宅分野の動き（建築関係団体との連携）

• 令和２年 ７月 ２日（団体会議）
健康ｴｺ住宅普及促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの概要、方向性の共有

• 令和３年 ３月２２日（団体会議）
省ｴﾈ関連施策に係る意⾒交換（指針策定・条例改正）

• 令和３年 ６月 ３日（団体会議）
ゼロカーボン戦略策定の報告、指針策定状況の報告、
各種取組の共有

• 令和３年８月〜１０月（個別意⾒交換）
指針（案）概要の共有、基準の設定等の意⾒交換

• 令和４年 １月１４日（団体会議）
国の動きを踏まえた基準の設定変更について意⾒交換
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ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆気候危機突破方針
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ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆気候危機突破方針
• 気候非常事態宣言を具現化するため、⻑期的視点で取り組んでいく施策

の方向性と⾼い目標をとりまとめた、⻑野県の気候変動対策の基本的な
方針

◆気候危機突破プロジェクト

• 県⺠総参加のプロジェクト
• これまでの延⻑線上ではない新たな発想や考え方も取り⼊れ、実⾏し

ながら考え、施策を深化させていく

《４つのプロジェクト》
• コンパクト＋ネットワークまちづくりプロジェクト

• 建物プロジェクト
• グリーンイノベーション創出プロジェクト
• エネルギー⾃⽴地域創出プロジェクト

５



ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆気候非常事態宣言
• 気候非常事態を宣言
• 2050年には⼆酸化炭素排出量を

実質ゼロにすることを決意

• 県⺠⼀丸となった徹底的な
省エネルギー

• 再生可能エネルギーの
普及拡大の推進

• エネルギー⾃⽴分散型で
災害に強い地域づくりを推進
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ゼロカーボンに向けた動き（⻑野県の動き）
◆⻑野県ゼロカーボン戦略
《県全体における目標》

• 2030年（まで）温室効果ガス正味排出量を６割減
• 2050年（まで）⼆酸化炭素排出量を実質ゼロ

《住宅分野における目標》

• 2030年（まで）全ての新築住宅のZEH化
• 2050年（まで）新築︓⾼断熱・⾼気密化

既存︓省エネ基準を上回る性能へリフォーム
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◆ ZEH とは
《定性的な定義》

外⽪の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、⾼効率な設備システムの
導⼊により、室内環境の質を維持しつつ⼤幅な省エネルギーを実現した上で、
再生可能エネルギー等を導入することにより、年間の⼀次エネルギー消費量
の収支がゼロとすることを目指した住宅

（ZEHロードマップ委員会より）

《定量的な定義》

『ZEH』︓以下のすべてに適合した住宅
①強化外⽪基準（UA値0.6（W/m2・K）相当以下（⻑野市等））
②再生可能エネルギーを除き、基準⼀次エネルギー消費量

から20％以上の⼀次エネルギー消費量削減
③再生可能エネルギーを導⼊（容量不問）
④再生可能エネルギーを加えて、基準⼀次エネルギー消費量

から100％以上の⼀次エネルギー消費量削減

（ZEHロードマップ委員会より）

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）
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細かい話を抜きにすると、要は

住宅単体で正味ゼロエネルギーを達成する住宅のこと

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）

ZEHのイメージ（経済産業省ホームページより）
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◆ 住宅ストックの現状
• 住宅ストックのうち、
省エネ基準適合 約１３％
無断熱の住宅 約２９％

と推計
（令和元年度 全国の数値）

• 新築住宅においては、
省エネ基準適合 約８１％

国資料より

（令和元年度 全国の数値）

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）
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• 住宅及び居住環境に関して重要と思う項目として、
断熱性能やエネルギー消費性能を挙げた消費者の割合は、
他の項目と比べて相対的に低い水準にとどまっている。

◆ 消費者（建築主）の関心

国資料より

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）
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• 国で建築士事務所に対して、
省エネ基準への習熟状況についてアンケートを実施

• 建築士⾃ら基準適合を確認できる割合は５〜６割程度
• 業務委託や習熟予定等を含めると９割以上が義務化への対応を準備中

◆ 建築事業者の実状

国資料より

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）
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《現況》
○建築主
・断熱性能等について比較的関心が薄い
○建築事業者
・適切に省エネ計算ができる者は約５０％

《対策》
○建築主
・断熱性能の向上について意識醸成

メリット（⾦銭⾯・健康⾯・安全⾯）を周知
○建築事業者
・技術⼒の底上げ

ゼロエネに対応した住まいづくりを可能とする担い手を育成

建築手法等の提⽰、省エネ住宅のメリットを周知するため、

信州健康ゼロエネ住宅指針 および 手引書（概要版）を作成

ゼロカーボンに向けた動き（指針の策定）
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